
ひろしま市議会だより令和３年（２０２１年）8月 第２９８号（4）

　新型コロナウイルスの感染拡大が始まり 1年半が過ぎました。
　昨今では、新型コロナウイルスに対するワクチン接種も進み、アフター
コロナの在り方も模索されようとしております。
　このような中、新メンバーを迎え第 15 期広報委員会が発足しました。
市民の皆さまに議会の情報を分かりやすく、いち早くお伝えするために、
議論を尽くしてまいります。
　「ひろしま市議会だより」にどうか
ご注目ください。

編集 後記

第15期広報委員会のメンバー

                  ㈱ちゅピＣＯＭ 午前11時～ 午後4時30分～
「ひろしま市民と議会」（令和３年第２回定例会のあらまし）
本会議のポイントを30分にまとめたダイジェスト版です。 放映日 放送局・

放映時間8/21(土)、8/22(日)

委員長    定野和広
副委員長    水野　考
委　員      吉瀬康平　並川雄一
　　　　     岡村和明　平野太祐

　全国市議会議長会から、永年在職議員として、次の議員
が表彰されました。

　市議会では、表彰された議員の功績をたた
え、6月 15 日に感謝状を贈呈しました。
35年以上在職　児玉光禎
30年以上在職 佐々木壽吉　金子和彦
　　　　　　　木山德和
25年以上在職　若林新三
10年以上在職　 伊藤昭善　森畠秀治　近松里子　山路英男　石橋竜史
　　　　　　　山内正晃

永年在職議員に感謝状を贈呈

議員提案による「広島市平和推進基本条例案」を可決しました

　６月30日から、令和２年度分の政務活動費の全領収書（個人情報を黒
塗りにしたもの）を市議会ホームページで公開しています。
　市議会ホームページ＞情報公開＞政務活動費
　または市ホームページ＞ページ番号

感謝状贈呈式

政務活動費の全領収書を公開しています公開中
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65 固定資産評価審査委員会条例の一部改正
66 市税条例等の一部改正
67 証明等手数料条例の一部改正 ×
68 運動場条例の一部改正
69 児童福祉施設設備基準等条例の一部改正
70 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行条例の一部改正

71 重度心身障害者医療費補助条例及び重度精神障害者通院医療費補助条例の一部改正
72 道路構造基準等条例の一部改正
73 市営駐車場条例の一部改正

74
広島圏都市計画（広島平和記念都市建設
計画）地区計画の区域内における建築物
の制限に関する条例の一部改正

75 市営住宅等条例の一部改正
76 学校給食の実施及び学校給食費の管理に関する条例の制定

そ
の
他
の
議
案

77 公の施設の指定管理者の指定
78 市道の路線の廃止
79 市道の路線の認定
80 財産の交換
81 財産の取得
82 契約の締結（川の内線橋りょう上部工事（その１））
83 契約の締結（サッカースタジアム等整備事業）

84 契約の締結（広島駅南口交通広場整備その他工事） ×

85 契約の締結（駅前大橋線橋りょう等新設工事） ×
専
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86 令和３年度一般会計補正予算 ( 第２号 ) 承
認87 市税条例の一部を改正する条例

【追加提出案件等】
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89 教育委員会委員の任命の同意
同
意90 固定資産評価審査委員会委員の選任の同意

91 監査委員の選任の同意
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5 平和推進基本条例の制定 ×
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11 地方財政の充実・強化を求める意見書案

12
少人数学級の推進、計画的な教職員定数
改善及び義務教育費国庫負担制度拡充に
係る意見書案

13 公共交通を維持するための財政支援措置の拡充を求める意見書案
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42 今田良治議員に対する辞職勧告決議案 × × × × × × 否
決

43
気候非常事態宣言を行い、脱炭素社会
の構築に向けた取組を一層推進するこ
とを求める決議案

原
案
可
決

44

令和元年７月の参議院議員選挙に関わる
大規模買収事件において、今田良治議員
が受領した現金の使途に関する証言及び
説明を翻したことについて、事実関係を
説明することを求める決議案
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- 請願 ･陳情の閉会中継続審査(請願 13 件 ･ 陳情 74 件 )
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：議案に対して賛成　　×：議案に対して反対　　 ：採決の際に一部議員反対

令和３年第２回定例会（６月定例会）の議案と議決結果など

■令和３年６月 25 日議決分

11044

※議長（自民党・市民クラブ 山田議員）は表決には参加しません。

※自民党・市民クラブが 1人欠席
※質は議案について質疑があったことを、討は討論があったことを示します。

議決時の会派別所属議員
●自由民主党・市民クラブ
     (略称　自民党・市民クラブ )

（☎ 504-2734） 宮崎  山路  木戸  中本  佐々木  山田  今田 
母谷  八條  豊島  海徳  平岡  水野  川口

●自由民主党・保守クラブ
     (略称　自民党・保守クラブ )

（☎ 504-2442） 三宅  森畠  石橋  平野  木島  児玉  金子  木山  
永田  谷口  元田  八軒

●公明党 （☎ 504-2445） 碓氷  西田  渡辺  石田  川村  並川  田中  川本
●市政改革・無党派クラブ
   (略称　市政改革ネットワーク )

（☎ 504-2616） 竹田  桑田  伊藤  藤田  沖宗  馬庭  定野

●市民連合 （☎ 504-2444） 太田  山内  若林  山本  岡村
●日本共産党 （☎ 504-2446） 中森  近松  中原  藤井  吉瀬
●広島創生クラブ （☎ 504-2227） 碓井
●清流クラブ （☎ 504-2845） 大野
●広島新生クラブ （☎ 504-2776） 椋木

議会
トピックス

政策立案検討会議では、このたび、「広島市平和推進基本条例（素案）」
をまとめ、議長へ報告しました。この条例（素案）を基に、会派等で再
検討が行われ、議員提案により提出された条例案を、本会議において賛
成多数で可決しました。
　なお、政策立案検討会議は、市長等への政策提言や条例案を提案する
ために議会内に設置された会議です。
▶政策立案検討会議のページはこちら
　市議会HP＞政策立案＞政策立案検討会議またはページ番号
▶広島市平和推進基本条例はこちら
市議会HP＞本会議・委員会＞会議結果＞令和３年第２回定例会またはページ番号

【問い合わせ先】市議会事務局市政調査課　☎ 504-2438

40561

232679

除斥１人 除斥１人

可決した決議
気候非常事態宣言を行い、脱炭素社会の構築に向けた取組を一層推進することを求める決議案
　近年、世界各地では記録的な熱波や森林火災、洪水など、気候変動の影響が疑われる大災害が相
次ぎ、人々の生活が脅かされ、多くの人命が失われている。本市においても、甚大な被害をもたら
した平成26年８月及び平成30年７月の豪雨災害と気候変動との関連が指摘されるなど、気候変動の
影響が顕在化しつつある。
　気候変動の主な要因は、人為起源の温室効果ガスの排出であると考えられており、国際社会にお
いては、温室効果ガスの排出削減等のための国際的枠組みであるパリ協定の下、気候変動対策が進
められ、我が国においては、昨年10月、菅内閣総理大臣が、2050年までに温室効果ガスの排出を
全体としてゼロを目指すことを宣言し、脱炭素社会の実現に向けた動きが加速している。
　こうした中、世界各地では、国や自治体等が「気候非常事態宣言」を行うことにより、気候変動
の現状に危機感を示し、その対策に取り組む決意を表明する動きが広がっている。
　「国際平和文化都市」として、核兵器廃絶と世界恒久平和の実現を訴え続け、世界的にも知名度
の高い本市には、平和への取組と同様に、人類共通の課題である気候危機の克服に向けて貢献する
ことが求められており、昨年12月には市長が2050年までに温室効果ガス排出量実質ゼロを目指す
ことを表明し、脱炭素社会の構築に向けて取り組むこととしている。
　こうした取組は、経済面や生活面で深く結び付いている広島広域都市圏の25市町が一致して取り
組むことによって、より効果を上げることができる。
　よって、本市議会は、気候変動が私たち人類の存続基盤を脅かす状況にあるという危機感を市民
や事業者等と共有し、その克服に向け、全ての主体が一体となって行動することが必要であるとの
認識の下、市長において、「気候非常事態」を宣言し、脱炭素社会の構築に向け、より一層、取組
を推進するとともに、広島広域都市圏の25市町が連携して取り組むよう、強く求めるものである。
　以上、決議する。
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